
国土強靱化 民間の取組事例 253   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 02役割やルールを決めている例 

253 「おたる災害駆けつけ隊」 
～地元建設会社が真っ先に駆けつけて復旧支援～ 

取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 
小樽建設協会 - その他防災関連事業者 

（建設業） 
北海道 

1 取組の概要 

 地元建設会社による災害復旧支援 

 災害発生時における緊急復旧活動は建設会社が果たすべき重要な社会的役割の一つである。大

規模災害により、建設会社自体が大きな被害に遭い、会社機能が停止した場合、復旧活動に支

障を来たし、重大な影響を及ぼす可能性がある。 

 このため、小樽建設協会では、協会と会員である各建設会社が BCPを策定するとともに、“北海

道初の取組”として地元建設会社が真っ先に駆けつけ復旧活動を迅速に行う「おたる災害駆けつ

け隊」を平成 27年 12月に発足した。 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 地域特性をふまえ、地元を熟知した会社が復旧にあたる 

 東日本大震災の際、地元建設会社が果たした迅速な復旧活動を参考として、同協会では、自ら

の復旧活動に向けた計画を見直すこととした。 

 北海道の後志地方は、複雑な海岸線、豪雪の山間部、北海道内でも有数の観光地小樽があるな

ど、想定される災害も多岐にわたり、土砂災害、河川の決壊、インフラ損壊、埠頭損傷等に備え

る必要がある。 

 同協会では、会員が責任を持ち、災害時に迅速確実に復旧活動できる体制とするため、後志地

方を５つの地域に分割し、１地域につき３～６社を担当会社と設定して、有事の際の復旧活動

にあたる体制を整えた。 

▲後志地方の５つの区域と担当建設会社 
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自治体と連絡がとれない場合にも、自発的に復旧に取り組む 

 同協会では、地区の特性を熟知した会員建設会社が区域を担当

し、自治体や行政機関と連絡が取れない状況であっても、自発的

に復旧に取り組む行動指針を策定した。 

 地元建設会社が BCP策定することで、災害時に、道路や橋等の

交通インフラや、電気・ガス・水道等の生活インフラ等の緊急復

旧活動を推進するとともに、個々の建設会社が事業活動を継続

できる体制を整えた。 

3 取組の平時における利活用の状況 

  今後、局所的な災害時においてもこの取組で復旧活動を担う。また、実働訓練等も定期的に実

施していく。 

 同協会企業では、災害時以外の活動として、災害復旧の経験豊富な会員企業が、これまで蓄積

してきたノウハウを経験の少ない会員企業及び若手技術者に伝授して、さらなる迅速確実な災

害復旧を目指す。 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  地元建設会社が真っ先に駆けつけ、責任を持って担当地域を復旧活動することは国土強靱化の

基本目標である「迅速な復旧復興」の推進に資する。 

 被災後に地域が早々に復旧・復興するためには、地元に詳しく普段から活動している地域の建

設業者が早々に復旧活動に入れることが重要である。本取組は、地元に根を張る複数の建設業

社が山地で地形が複雑な小樽管内すべてを網羅することで、早期の復旧を図れるようになる。 

5 防災・減災以外の効果 

  建設業のイメージアップを図ることにより、人手不足及び担い手育成の一助となるとともに建

設業とその社員のモチベーション向上につながる。 

 被害状況に応じて資機材・労力を効率的に投入することを心がけることで、協会会員企業内で

の資材管理方法の見直しの契機となった。 

6 現状の課題・今後の展開など 

  防災に対する意識向上を図るため、地域住民と一緒に考える機会をどのようにつくるかが当面

の課題である。 

7 周囲の声 

  「道内でも地域を細分化し復旧活動を効率化する取組は聞いたことがない。非常に力強く、参

考になる動きだ。」（業界団体） 

 今後、防災訓練を合同で行うなど地域と一体となった防災力の向上を目指しており、建設協会

BCPとの一層の連携を期待している。（所管官庁） 

 

▲小樽開発建設部と打合せ 


